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【アンケート調査の調査概要】

資料：調査概要

調査名
新型コロナウイルス感染症の影響下における府内
企業の実態調査

実施主体 大阪府商工労働部、公益財団法人大阪産業局

調査対象 府内企業10,000社

抽出方法

総務省「事業所母集団データベース（令和元年次
フレーム）」の大阪に本社を置く民営企業（農業、林
業、漁業除く）、約28万社から常用従業者数に基づ
く層化抽出法により、10,000社を無作為に抽出

調査方法 調査票は郵送し、回答は郵送とインターネットを併用

実施期間
2021年7月１日（木）～7月30日（金） ※一部は
期間を超えて回収

回収率
回収率３0.１% （有効発送数 ９，５７３ ／ 有効回
答数 ２，９３０）

【インタビュー調査の概要】

対象は、アンケート回答企業のうち、課題認識の強いデジタル
化に積極的な企業を抽出。従業員規模、業種、DXステージの偏
りを最小限に留めることに配慮し13社を選定。
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図1 府内企業のデジタル技術の導入状況（2020年7月時点）

出所：大阪府政策企画部・商工労働部（２０２０）「新型コロナウイルス感染症に関する府内企業の実態調査」の結果を再編加工。
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１ 中小企業のデジタル化の現状

ステージ１ パソコンやインターネットなどのデジタル技術はほとんど使わない

ステージ２ 資料作成やインターネット等、一部でパソコンなどのデジタル機器を活用

ステージ３ 個別業務でデジタル技術を用いた業務効率化や売上向上を実現

ステージ4 業務横断的なデジタル管理により、幅広い事業分野で業務効率化や売上向上を実現

ステージ5 全社戦略により、デジタル技術を活用した事業・組織の変革、競争力向上を実現

DXの実現

本調査では、DXに向けたデジタル化の取組段階を５つのDXステージとして設定



大企業に比べ遅れているが、中小企業の約4割はデジタル化の効果を実感
◆ 現在、デジタル化による効果を実感しているステージ３以上の企業は、大企業の7割超に対し、中小企業では約4割。

◆ 目標とする姿では、ステージ4以上が8割超を占める大企業ほどではないが、中小企業でも7割超がステージ３以上。

図２ 企業規模別のDXステージの現状と目標とする姿（2021年7月調査、以下同じ）
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図３ 企業規模別のデジタル技術等の普及率

デジタル化が進んでいる中小企業では、大企業以上にデジタル機器等が普及
◆ 各種のデジタル技術等の普及率は、全般的に大企業が中小企業を上回っている

◆ デジタル化が進んでいるステージ５の中小企業の普及率は大企業平均と同等以上
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図４ 企業規模別のデジタル化推進に必要な人材等の確保状況

デジタル化が進展している中小企業でも、人材面では大企業に及ばない
◆ 経営者の参画割合は、ステージ3以上の中小企業は、大企業を上回っている。

◆ SE人材や専門知識を有する人材の確保やIT企業との関りにおいて中小企業は全般的に大企業に比べ遅れており、大企業よりも

デジタル機器の普及が進んでいたステージ５でも大企業には及ばない。

２ 中小企業のデジタル化の課題

【中小企業のステージ別】
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中小企業では、デジタル化の推進を兼務担当者が担っているケースが多い
◆ 中小企業でもステージ4以上では専門部署や専任者を置くケースが増えるが、全体として兼務で担当するケースが多い。

◆ 大企業に比べ、中小企業ではステージ4以上の企業でも専門部署を設置は少ない。

２ 中小企業のデジタル化の課題

図５ 企業規模別の社内の推進体制
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図７ 企業規模別の社内のサポート体制

サポート体制は、ステージ５の中小企業でも大企業ほどは整備できていない
◆ 従業員のデジタル機器活用は、大企業に比べ中小企業では進んでいないが、ステージ５の中小企業は大企業以上に進展。

◆ サポート窓口は、ステージ５の中小企業でも、大企業ほど整備されておらず、現場人材のサポートに依存している傾向がみられる。

２ 中小企業のデジタル化の課題
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中小企業のデジタル化に影響する主要5要因を中心とした関連図

３ 中小企業のデジタル化推進に関連する要因

 

 

 

 

 

中小企業のデジタル化推進要因関連図
◆インタビューデータの分析

質的データの分析手法であるグラウンデット・
セオリー・アプローチ（修正ストラウス・グレイ
ザー版）に基づき分析

＜分析手順＞

①インタビューにおいて、「デジタル化に関する
取組み経緯」、「推進体制・人材」、「課題認識」
等の主要な項目について、各社の経験や考えを
聞き取り

②各社へのインタビューデータ全文から、文章
のセグメント（塊）にコード（コード）を付与

③類似のコードを集約し、グループごとに上位
概念となる主要5要因を抽出

④コード間の関係性を整理



「a.方針・判断基準」に関連する4要素

３ 中小企業のデジタル化推進に関連する要因

≪アジャイル型推進≫
人や資金など経営資源に限りがある中小企業では、で
きる部分から段階的にデジタル化を進めるアジャイル型推
進が適している。

【インタビューデータ】
「デジタル化はやってみないとわからないことが多いため、
全ての評価しきれず、初期投資が大きいと躊躇してしまう。
低予算で始めて、使いながら現場の声を聞き、自社にフィッ
トするものを見極め、その際に必要なものに乗り換えていく
方がいい（4a）。」

≪経路依存性≫
新システム等への変更で生じる手間やコスト（スイッチ

ングコスト）を気にするあまり、機能で評価するのではなく、
慣れたシステムを選択する傾向（特に熟練企業）がある。

【インタビューデータ】
「基幹システムの更新時に比較検討した別のシステムには
良い機能もあったが、既存システムは、開発コストが安くな
るため継続することにした。それが本当にいいのか判断が
難しい（4e）。」

≪事前の業務改善≫
中小企業に適したシステムとするためには、システム導
入において、事前にアナログで仕事の内容を改善する段
階的な進め方が重要。

【インタビューデータ】
「ＩＴ会社に依頼して、従来の仕事の仕方に合わせて、カス
タマイズしたシステムを導入したが、全く機能しなかった。従
来の仕事の仕方が悪いことが原因で、今思えば、自分たち
で仕事の仕方を改善してからシステム化していくべきだっ
た（3b）。」

≪中小企業特性≫
多品種小ロットや大物製品など、これまで中小企業が強
みとしてきたニッチ分野に対応した事業内容が、デジタル
化に馴染まず、進展が遅れる要因となっている。

【インタビューデータ】
「画像検査装置を導入しようと、何度も業界トップ企業に相
談した。求める品質を確保するには１台数百万円の装置が
６５台必要と言われた。多品種小ロットのためにスケールメ
リットが出せないこともあるが、収益に見合わない投資のた
め断念した（5b）。」

a.方針・判断基準



「b.推進体制の在り方」に関連する３要素

３ 中小企業のデジタル化推進に関連する要因

b.推進体制の在り方

≪経営者のリーダーシップ≫
経営者の実務担当者として、全社

的なデジタル化を推進するケースが

多い。但し、担当者候補がいないこと

が要因でもあり、経営者から他の担当

者に引き継ぐ動きもみられる。

【インタビューデータ】

「社長中心に推進。新システム導入は、

主要部署担当者と、議論し、シミュレー

ションして決めている。社長がIT推進

を担当している分、経営の一部を会長

がみてきたが、そろそろ引退を考えてお

り、社長は経営に専念してもらい、ＩＴは

別の人に担当させたい。その人材の確

保・育成が今後の課題（5b）。」

≪専門人材等の採用≫

専門人材採用は、一部（高ステー

ジ）でみられるが、業務量不足を懸念

するなどから躊躇する傾向がある。し

かし専門人材採用が、社内の課題の

顕在化につながり、業務量が想定以

上になるケースもあった。

【インタビューデータ】

「大手ＩＴに委託して使ってきたが、サ

ポート料が高額となったため、ＳＥ人材

を中途採用し、システム改善や業者対

応の専任とした。SE人材は当社の手

に余ると考えていたが、採用してみると

従業員からの改善案が次々と出てきて、

手がいっぱいになっている(4d）。」

≪ボトムアップ型業務改善≫

現場の担当者が中心となったボトム

アップ型の業務改善は、低コストで取

り組めるものであり、また事業に密接

したものでもあるため、中小企業に適

したアジャイル型推進となる。

【インタビューデータ】

「独学でＥｘｃｅｌのマクロを身に付けた

担当者が、次々と定型業務の自動化

を進めてくれた。これまで２０個ぐらい

作ってくれている（3a）。」

「広報担当者の提案で、SNSによる情

報発信をはじめた。新たな年齢層の獲

得に期待している（４e）。」



「ｃ.外部機関活用」に関連する３要素

３ 中小企業のデジタル化推進に関連する要因

c.外部機関活用

≪事業理解の促進≫

ＩＴ企業や専門家を活用する場合、事

業内容を理解してもらうことが重要。

この時、低ステージの企業ではITを

理解し、交渉能力を高めることが課題

と認識。

【インタビューデータ】

「ＩＴ企業や専門家に相談すると、話が

大きくなり、自社の実情に合わない方

向に話がいくことがある。はじめのころ

は、知識がなく、的確な質問や交渉を

することができず、提案や金額評価が

できなかった。ＩＴ事業者と付き合って

いくには知識が必要（２a）。」

≪多様なサービスの評価≫

ＩＴ企業等はそれぞれ特性があり、IT

サービスも多様化している。それらを

評価し、自社に適したものを選択して

いく必要がある。

【インタビューデータ】

「大手ＩＴ企業は、取扱う商品が幅広く、

トラブル対応も速い。ただ当社に合っ

たものではなく、彼らが売りたいものを

優先して提案してくる（４b）。」

「ECサイトのPR用広告サービスをフ

リーランスに設定してもらった。その時、

セカンドオピニオンとして別のフリーラ

ンスに品質チェックを依頼した。低コス

トであり現状は満足している（2c）。」

≪適したサービス等の探索≫

中小企業からは多様化するサービス

のその全容が見えず、自社が欲しい

サービスの存在すら把握できない状

態にある。

【インタビューデータ】

「デジタル化には非常に興味はあるが、

自分たちに合うものがどこにあるか、

本当にあるか、はっきりしないので不安

の方が大きい（４b）。」

「世の中にはデジタル技術があふれて

いるが、現場中心の中小企業で必要

なものは限られている。それを見極め

ていくことできる業者を今探していると

ころ（2b）。」



「ｄ.社内の活用意識」に関連する３要素

３ 中小企業のデジタル化推進に関連する要因

d.社内の活用意識

≪ITリテラシー不足≫

従業員の多くは、ＩＴリテラシーが低

く、デジタル技術に抵抗感を抱いてい

る。従業員の活用促進には、システム

等への「慣れ」が必要。

【インタビューデータ】

「従業員は、ITのシステムやサービス

を知らないため、従来の方法が正しい、

それでいいと考えてしまう（４ｂ）。」

「昔は抵抗感を持つ従業員が多かっ

たため、お願いする感じで活用してい

たが、慣れると抵抗感なくなる（3a）。」
「専門人材とは言わないが、慣れた人
材が欲しい。ただ採用枠がないので、
今の人材でなんとかしないと（２ｃ）。」

≪変化への抵抗感≫

保守的な意識がデジタル化を含め

た事業変革の阻害要因となっている。

そのため、職位階層の見直しや人事

異動など組織的な意識改革に取組む

ケースもある。

【インタビューデータ】
「業務改善は、事業担当部署が中心と
なって動かないといけないが、事業担
当に任せていると、今のままの方が楽
なため進まない（５a）。」
「新しいことをする際、幹部は昔の経験
や知識に拘るため進まないため、職階
を無くして、フラットな組織に変えた。コ
ミュニケーションが改善され、仕事が回
るようになってきた（4ｃ）。」

≪効果の理解・実感≫

デジタル化の効果が、社内で見える

ようになると活用意識がさらに高まる。

アジャイル型で、できるところから順に

デジタル化を進め、早期に効果を得る

ことが重要。
【インタビューデータ】

「新システムにも抵抗感を持つ者が一
定いたが、稼働して半年でようやく慣
れてきた感じ。新システムとビジネス
チャットを使うことで、取引先で入力し
た受注情報を社内でみて、即座に発
送作業に移るなど業務が効率化した。
使っていくうちに、便利さを実感し、逆
になくてはならないものになってきてい
る（4a）。」



「e.業界・取引先の影響」に関連する１要素

３ 中小企業のデジタル化推進に関連する要因

e.業界・取引先の影響

≪取引先との関係性≫

業界内のデジタル化が進むと、取引継続のリスク回避のためデジタル化

を推進する動機となるが、逆に遅れている場合は推進の阻害要因にもなる。

【インタビューデータ】

「印刷業界はオンデマンド印刷などデジタル化が進んでおり、当社も対応し

ていく必要がある（５ｂ）。」

「コロナ禍で営業活動はリモートが増えた。はじめは先方がリアルを求める

ことも多かったが、今ではかなりリモートにシフトしている（３ｃ）。」

「コロナ禍でリモートワーク体制は大幅に整備できたが、得意先のデジタル

化が進んでおらずオンラインでの営業になかなか切り替えられない。電子決

済も集金は販売側の仕事なのになぜ来てくれないのかと言われるなど、な

かなか進まない。オンラインでは売上にも繋がりにくく、従来の訪問営業に応

じざるをえない（5a）。」



中小企業の目線から考えるデジタル化推進の要点

4 中小企業視点のデジタル化推進の要点

（１） 中小企業視点に合ったデジタル化の目標設定

（２） 低コストかつ実効可能で効果が得られやすいアジャイル型の推進

（３） 一定デジタル化が進んでいる企業では、専門人材が必要

（４） IT企業など外部専門機関の活用は臨機応変に

（５） 社内の力を活用と（デジタルに）慣れた人材の確保



図８ DXステージ別の今後の推進志向（中小企業のみ）

（１） 中小企業視点に合ったデジタル化の目標設定

◆ ＡＩやセンサー、ロボットなどの最新技術を駆使したビジネスモデルなど、いわゆる“DX”に取り組む中小企業はまだ少ない。

◆ 中小企業では、ＤＸを最終目標としつつも、各社の実情に照らし実行可能な目標（ステージ）を設定し、段階的に進めていくことが適している。

4 中小企業視点のデジタル化推進の要点
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【インタビューデータ】

「１０年以上前から工程管理システムを導入しているが、それを
運用する現場では紙を打ち出し、直接書き込んで、ポケットに入
れながら作業をしている。業者に相談したこともあるが、多品種
小ロットであるため難しく、できなかった。さんざん考えてきて、限
界まできているが、解決していきたい（4b）。」

「勤怠管理をデジタル化して厳格に管理すると、社内の慣習を
変えることになる。それが本当に会社にとっていいことなのか、社
内の声も含めて考え、今のところは、慣習を変えてまで厳格に管
理する必要性を感じていないのでデジタル化するつもりもない
（2ｂ）。」

◆ステージ４まで進んだ中小企業がステージ５を前に足踏みする傾向



（２）低コストかつ実効可能で効果が得られやすいアジャイル型の推進
◆ 中小企業と大企業とでは、体制や人材において歴然とした差があり、中小企業のデジタル化推進は人や資金の制約を強く受ける。

◆ 中小企業に馴染む手法は、事前に全て設計するのではなく、低予算で部分的に導入し、使いながら改善していくアジャイル型の推進。

◆ 社内のＩＴリテラシーが低い場合でも、デジタル化を「したいこと」からではなく、実行可能性を重視し「できること」から取り掛かること

でデジタル化の効果を早期に理解・実感していくことが肝要。

4 中小企業視点のデジタル化推進の要点

【インタビューデータ】

「デジタル化は、「失敗したらどうする」 という考え方では進まない。毎回、システムを入れたら、現場からクレームが出るが、「３週

間、１ヵ月、我慢しましょう」と声をかけて使い続けるうちに定着する。使ってみて本当に悪い場合はやめる覚悟もある（4d）。」

「デジタル化はやってみないとわからないことが多く、事前に評価しきれないため、初期投資が大きいと躊躇してしまう。低予算で

始めて、使いながら現場の声を聞き、自社にフィットするものを見極め、その際に必要なものに乗り換えていく方がいい（4a）。」

「デジタル化に限らず経営ではポジティブよりも、マイナス思考から入り、それを対処・克服し、プラスにする思考が重要（4a）。」

「（デジタル化に）取り組まないと他社に置いて行かれるので、できるところから着実に進めていく（３a）。」



（３）一定デジタル化が進んでいる企業では、専門人材が必要
◆ 中小企業のデジタル化は、必ずしも専門知識を持っていない兼務者が担うケースが多い。

◆ 活用が進むと多様なIT技術・サービスから自社に合うものを選定、活用する場合など、専門知識が必要となるケースも多くなる。

※中小企業でもステージ4以上では4割以上が専門人材を確保。

◆ 中小企業では専門人材は持て余すため採用を躊躇するとの意見も多いが、一定、デジタル化が進展している企業では、専門人材

採用により潜在していたデジタル化に関連した業務改善案が顕在化し、結果として業務量の問題が解消できる可能性がある。

4 中小企業視点のデジタル化推進の要点

【インタビューデータ】

「経営者のネットワークで紹介された元ソフトウェアト会社の営業スタッフを採用し、専任として、システム運用やＩＴ事業者から

の提案の評価などをしてもらっている。プログラムの知識はないが、ＩＴサービスはだいたいわかっている（4b）。」

「はじめは、SE人材は当社の手に余るかと考えていたが、結果的にはすごく良かった。採用してみるとシステムに関する従業員

からの改善案が次々と出てきて、手がいっぱいになっている（４ｄ）。」



（４）IT企業など外部専門機関の活用は臨機応変に
◆ 外部専門機関を活用する場合は、情報が限られる中、可能な限り、自社に適したデジタル化を推進するため、初期投資を抑え、使い

ながら変更していくことが重要。

◆ デジタル化があまり進んでいない中小企業の場合は、知識や経験不足のため、IT企業など専門家と適切に交渉することも難しい

場合があるため、簡易なデジタル化から取組み、知識や経験を得ていく必要があり、その際には、比較的低コストで依頼できるフリー

ランス等と短期契約を結ぶことも考えられる。

4 中小企業視点のデジタル化推進の要点

【インタビューデータ】

「コミュニケーションツールを導入する際、基幹システムと連動させるため長く付き合っている大手ＩＴ企業に相談したが、高額で

あったので安いクラウドサービスを探して、いくつか試しながら導入した。これまで大手ＩＴ企業と付き合ってきたが、提案の予算

規模が大きくなりがち。デジタル化はやってみないとわからないことが多く、事前に評価しきれないため、初期投資が大きいと躊

躇してしまう（4a）。」

「ECサイトのPR用広告サービスをフリーランスに設定してもらった。その時、セカンドオピニオンとして別のフリーランスに品質

チェックを依頼した。低コストであり現状は満足している（2c）。」



（５）社内の力を活用と（デジタルに）慣れた人材の確保
◆ ITリテラシー不足から抵抗感を持つ従業員への活用促進策としては、経営者がリーダーシップを発揮し慣れるまで使い続けること

や、効果が実感しやすいものから取組むこと、また組織改革などによる社内の意識改革に取組むケースがあった。

◆ デジタルに慣れた人材は、専門人材とは異なり、既に社内に在籍している可能性があるため、改めて社内の人材をＩＴスキルやＩＴリ

テラシーの視点から再評価することも重要。

4 中小企業視点のデジタル化推進の要点

【インタビューデータ】

「経理担当者が、自分からExcelのマクロを使い定型業務の自動化をしてくれている。これが他の従業員の見本となり、一緒に

やるようになった。今はチームとして動き、具体的に業務効率化を実感している（3a）。」

「担当できる人材がおらず経営者が担当してきたが、いろいろシステム導入するなかで、職階に関係なく、各部署で推進を任せ

られる人材がわかってきたところ（4a）。」



5 DXステージ別のデジタル化の方向性と対策

ステージ１ 【企業像】 パソコンやインターネットなどのデジタル技術はほとんど使わない

≪方向性≫
・これまでデジタル化について本格的に検討したことがない企業は、自社のデジタル化の可能性を検討し、推進する場合はステー
ジ２を目指した方針を打ち出すことが必要となる。

≪対策≫
・経営者が企業としてデジタル化を進める意思決定が必要となる。
・ステージ２を目標に、公的支援等を活用し知識を得ながら、低コストで技術的ハードルも低い手法から使い始めることが適して
いる。

ステージ２ 【企業像】 資料作成（文書や数量データ等）やインターネット等、一部でパソコンなどのデジタル機器を活用

≪方向性≫
・企業として本格的にデジタル化を推進する意思決定がなされることが必要。
・ステージ３を目指し、デジタル化している業務から課題を洗い出し、その対応を推進のきっかけすることで、具体的な目標を設定
する。

≪対策≫
・ステージ１と同様に、経営者が企業としてデジタル化を進めていくことを明確に意思決定することが必要であり、また進める際に
は、低コストで導入の容易なものから着手していくことが必要となる。
・ステージ３を目指し、既にデジタル化している業務の改善や未着手の業務のデジタル化を推進する。
・外部専門機関の協力を得る場合は、公的支援の活用や、簡易なものであれば専門のフリーランスに短期で依頼することも考え
られる。
・社内の活用意識を高めるため、早期に社内で効果を実感できるアジャイル型の推進を心掛ける。



5 DXステージ別のデジタル化の方向性と対策

ステージ３ 【企業像】 個別業務（管理システム、ECサイト等）でデジタル技術を用いた業務効率化や売上向上を実現

≪方向性≫
・ステージ４を目標とし、全社的なシステム利用を徹底するため、自社にとって最適なものへと改善していくことが必要となる。
・推進体制の強化と、社内の活用促進を同時に進めていくことが重要となる。

≪対策≫
・ステージ４を目標とし、全社的な業務のデジタル化を推進するため、既存システムに固執せず、多様な技術やサービスの中から
自社に最適なものを選択、導入する。
・兼務担当者が中心となるが、費用対効果の評価のため、専門人材の確保、または公的支援や短期的なフリーランス等の活用で
体制を整備することが望ましい。
・社内の活用促進のため、デジタルに慣れた人材を社内から発掘するか、もしくは新たに兼務人材として採用することも検討すべ
きである。

ステージ４ 【企業像】 業務横断的なデジタル管理により、幅広い事業分野で業務効率化や売上向上を実現

≪方向性≫
・ステージ５を目指して、ＤＸに向けた高度技術の活用を促進していくか、またはステージ４に留まり、熟度を高めるために構築済み
の全社システムの活用をさらに洗練させていく方向性も考えられる。

≪対策≫
・ステージ５を目指し、本格的にＤＸに取り組むため、全社的な経営戦略の立案を前提として、積極的な投資とともに社内の専門
人材や自社を良く理解する外部専門機関の確保が必要となる。
・ステージ４で熟度を高めていく場合では、改善活動を積極化するため、社内の改善意識を高め、従業員の積極的な参加を促す
ことが重要となる。



5 DXステージ別のデジタル化の方向性と対策

ステージ５ 【企業像】 全社戦略により、デジタル技術（AI，ICT等）を活用した事業・組織の変革、競争力向上を実現

≪方向性≫
・ＤＸを志向し、経営戦略に基づき、必要に応じてＡＩ/ＩｏＴ等の最新技術を活用しながら、事業変革を目指していく。

≪対策≫
・本格的にＤＸに向かうには思い切った投資も必要となるが、中小企業では、可能な限りアジャイル型により、初期投資を抑え、活
用しながら作り上げていくことが望ましい。
・自社に適した技術やサービスを探し出す必要があるが、それらは日進月歩であり、網羅的に探索するのは容易ではなく、継続的
に情報収集に努めるほかない。
・探索した技術やサービスを評価し、運用するため、専門人材の確保など推進体制の強化が必要となる。
・中小企業では、ステージ５の企業であっても、経営者が推進担当者であることが少なくないため、体制整備において同時に専門
知識を有する担当者への引き継ぎを進める。



ご清聴ありがとうございました
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